
※基準価額は信託報酬控除後の値です。
※前週比は応答日が祝日等の場合には、前営業日のものとの比較を記載しています。

ファンド設定日：2015年7月10日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして算出しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。
※応答日が祝日等の場合には、前営業日からの収益率を記載しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

運用実績

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（年２回決算型） 週次レポート
販売用資料

愛称：jreviveⅡ 2017年11月17日基準

21,820百万円

本ファンド
金額 比率

基準価額等の推移

前週比 純資産総額

資産構成（単位：百万円）

基準価額 15,631円 ▲9円

マザーファンド 21,777 99.8％

現金等 43 0.2％

マザーファンド
金額 比率

国内株式 50,083 94.5％

現金等 2,918 5.5％
※本ファンドは、中小型割安成長株・マザーファンド
   を通じて実質的に株式に投資しています。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。

期間収益率

１年 ３年 ５年
70.8％ -0.1％ 5.2％ 11.1％ 26.7％ 62.3％ －

設定来 １週間 １カ月 ３カ月 ６カ月
－

収益分配金（税引前）推移

決算期 第1期 第2期 第3期
決算日
分配金 0円 0円 600円

2016/1/22 2016/7/22 2017/1/23

1,100 円

第4期 －
設定来累計

500円 －

2017/7/24 －
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※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

組入銘柄数 55銘柄

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（年２回決算型） 週次レポート
販売用資料

愛称：jreviveⅡ 2017年11月17日基準

3

4 7943 ニチハ　　　　　　　　　　　　　　　　　

マザーファンドの状況

市場別組入比率 業種別組入比率

組入上位10銘柄
比率

その他製品 3.4％1

2

7839 ＳＨＯＥＩ　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部

証券コード 銘柄名 市場区分 業種

ガラス・土石製品 3.2％

5208 有沢製作所　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 化学 3.3％

4680 ラウンドワン　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業 3.3％

東証1部

10

7618 ピーシーデポコーポレーション　　　　　　 東証1部

4301

サックスバー　ホールディングス　　　　　 東証1部

アミューズ　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部

6245

7

8 9990

9

5

6

4290 プレステージ・インターナショナル　　　　 東証1部

7729 東京精密　　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部

サービス業 3.1％

サービス業 2.9％

ヒラノテクシード　　　　　　　　　　　　 東証2部 機械 2.9％

小売業 2.9％

小売業 2.9％

精密機器 3.1％

東証1部
72.1%

東証2部
8.3%

ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ
(ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ)

13.2%

マザーズ
0.9%

現金等
5.5%

サービス業
25.0%

電気機器
13.6%

機械
12.2%

小売業
8.4%

情報・通信業
7.4%

卸売業
5.1%

化学
4.8%

その他
18.1%

現金等
5.5%
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※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

　
　今週は、最先端製品の製造工程で使われる各種装置を開発・製造する「ヒラノテクシード」をご紹介します。同社が手掛ける装置は、
フィルムやガラスといった基材に他の物質を塗布・成膜する工程に使われています。例えば、スマートフォンの裏側には電流を通すフィルム
や光の反射を抑えるフィルムなどが幾層にも重なっていますが、このような機能をフィルムに持たせる塗布・成膜の工程です。同社の強み
は1935年の創業以来蓄積してきた“熱と風の技術”（基材や薬液の特性に応じた乾燥）と“塗布とライン制御の技術”（薄く均一な
塗布と精度の高い基材の制御）で、これを中核技術として各種装置を開発してきました。

　特にリチウムイオン電池は、高速かつ高精度で電極にコーティングをする必要がありますが、同社はリチウムイオン電池の黎明期からコー
ティング（塗布・成膜）装置の開発に携わっており、世界各国の電池メーカーが厚い信頼を寄せています。また、スマートフォンやタブレッ
ト端末などのタッチパネルの製造工程においては、子会社の「ヒラノK&E」が提供するドライコーティング装置が重宝されています。なかでも
水の分子などが材料に付着しない真空下（ドライ）で、薄く粒子の緻密な成膜を実現する技術は、顧客から高い評価を得ています。

　同社の先端的な技術開発を支えているのが、研究・実験施設「テクニカム」です。同施設は世界でも類を見ない最大規模のテスト設
備を備えており、顧客企業の技術者が頻繁に訪れ、同社の技術者と共に研究・実験に取り組んでいます。ここで生まれた新たな技術が
顧客企業の新製品に導入され、その製造工程で同社の装置が活用されるという好循環が生まれるわけです。同社はこれからも先端的
な技術を強みとして、持続的な成長を目指す方針です。

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（年２回決算型） 週次レポート
販売用資料

愛称：jreviveⅡ 2017年11月17日基準
追加型投信／国内／株式

投資助言会社からのコメント

活動メモ
　
　人材需給の逼迫に伴って、アルバイトやパートの時給が上昇しています。折しも、15日に求人情報会社大手が三大都市圏（首都
圏・東海・関西）におけるアルバイト・パート募集時平均時給を発表していますが、10月の数字は前年同月比2.5％高い1,021円と
なり、2006年1月の調査以来最高額になったようです。さらに、同日の日本経済新聞では、宅配運転手に2,000円、物流施設の荷
分け作業員に1,850円といった高時給の募集が出ていることも報道されています。

　こうした話は、「企業の人件費負担が増している」、「人手不足でサービスが成り立たなくなる」といったネガティブな側面とあわせて報道
されがちです。しかし、アルバイト・パート従業員の手取り給与が確実に増えているわけですから、ポジティブな側面があるのも事実でしょ
う。例えば、今週お会いしたレジャー施設運営会社の経営者の方は、同社の既存店売上高が好調な理由として「アルバイトの時給が
上がっていることで10～20代の若者の来客・消費が増えている」と分析されていました。若者を主要顧客層に持つサービスにとっては
一つの好機が訪れているのかもしれません。最近、大手ゲーム会社が発売した新型ゲーム機器の売れ行きが好調というのも、こうした話
と無関係とはいえないのではないでしょうか。

　もちろん、若者の懐が以前に比べて暖かくなったとはいえ、人間に与えられた1日＝24時間という時間が増えるわけではありません。
企業にとっては、いかに魅力的な製品・サービスを打ち出して時間の獲得競争に打ち勝てるかが重要となります。そういう意味では、
やはり一社一社を丹念に調査することで、魅力的な企業を見極めていくことが必要だと思います。

組入銘柄のご紹介：～ヒラノテクシード（6245）～
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（年２回決算型） 週次レポート
販売用資料

愛称：jreviveⅡ

投資リスク

基準価額の変動要因
本ファンドは、マザーファンドを通じて主に国内株式に投資を行います。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、
基準価額は変動します。特に投資する中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、
基準価額にも大きな影響を与える場合があります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基
準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。
信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。

主な変動要因

価格変動リスク 一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドは株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

本ファンドは、中小型割安成長株・マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、わが国の金融商
品取引市場に上場する中小型株式に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を行います。

ファンドの特色

●株価が下落した銘柄から財務安定性に優れ、業績も安定しており、わが国の経済社会に貢献すると考えられる企業の株式に厳選投資します。
●エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社より投資に関する助言を受けて運用します。
●本ファンドの運用は、ファミリーファンド方式で行い、マザーファンドを通じて実質的に日本の株式に投資を行います。

株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買
できない可能性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した
場合には基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。　詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

その他の留意点
・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
・ 銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・ 収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

リスクの管理体制

信用リスク

流動性リスク
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

購入単位

購入価額

購入代金

販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入申込受付日の基準価額
(ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

販売会社の定める期日までにお支払いください。

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（年２回決算型） 週次レポート
販売用資料

愛称：jreviveⅡ

換金制限
購入・換金

申込受付の中止
及び取消し

換金単位

換金価額

換金代金

申込締切時間

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

当資料のご留意点

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

課税関係

課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。

販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。
換金手数料はかかりません。

原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止
すること、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

無期限（設定日：平成27年7月10日）

受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

年2回（原則として1月と7月の各22日。休業日の場合は翌営業日。）

年2回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
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※委託会社の報酬より、投資顧問（助言）会社への報酬が支払われます。

投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（年２回決算型） 週次レポート
販売用資料

愛称：jreviveⅡ

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

信託財産留保額

購入申込金額に3.24％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

内
　
　
　
訳

運用管理費用

ファンドの日々の純資産総額に年1.8144%（税抜1.68％）を乗じて得た金額とします。運用管理費用（信託報
酬）の配分は下記の通りとします。なお、当該報酬は、毎計算期末及び信託終了のときファンドから支払われます。

運用管理費用（信託報酬） 年1.8144 ％(税抜：年1.68％)

販売会社 年0.7236％(税抜：年0.67％)

受託会社 年0.054 ％(税抜：年0.05％)

（信託報酬）

その他費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時の売買手数料、信託事務の諸費用、目論見書・有価証券届出書・有価証券
報告書・運用報告書作成などの開示資料の作成、印刷にかかる費用及びこれらに対する税金をファンドより間接的にご
負担いただきます。監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを示すことができま
せん。

委託会社 年1.0368％(税抜：年0.96％)

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）
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＊ 株式会社静岡銀行では、インターネットのみの取扱いです。
※ 株式会社東京スター銀行は、2017年11月17日よりお取扱いを開始しております。

ＳＢＩ中小型割安成長株ファンド　ジェイリバイブ（年２回決算型） 週次レポート
販売用資料

愛称：jreviveⅡ
追加型投信／国内／株式

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号 ○ ○ ○

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第67号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

株式会社静岡銀行＊ 登録金融機関

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○ ○

株式会社東京スター銀行※ 登録金融機関 関東財務局長
（登金）第579号

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第164号 ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第52号 ○ ○ ○

東海財務局長
（登金）第5号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長
（登金）第8号 ○

○ ○

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。
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